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見直し額

各種加入団体負担金 ○ S44 42 4 ○ 1,946 0 0 1,946 ○ ○ ○ △ 18

行政情報ネットワーク運営費 ○ 8 15 1 ○ 222,921 0 4,710 218,211 ○ ○ ○ 0

パソコン実践研修 ○ 20 3 2 ○ 709 0 0 709 ○ ○ ○ ○ ○ 0

庁内情報システム最適化推進事業(最適化) ○ 18 5 2 ○ 710 0 0 710 ○ ○ ○ ○ △ 710

庁内情報システム最適化推進事業(汎用機オープン化) ○ 19 4 1 ○ 119,679 0 0 119,679 ○ ○ ○ △ 67,160

インターネット地域情報発信事業 Ⅳ 元気な県政 ○ 7 16 1 ○ 20,518 0 2,300 18,218 ○ ○ ○ ○ 0

福井情報スーパーハイウェイ管理運営事業 ○ 15 8 1 ○ 157,770 157,500 0 270 ○ ○ ○ 0

福井県・市町共同利用電子申請・施設予約ＡＳＰサービス運営事業 Ⅳ 元気な県政 ○ 17 6 1 ○ 129,364 0 66,097 63,267 ○ ○ ○ 0

共用サーバ利用システム運営事業 ○ 22 1 1 ○ 15,310 0 0 15,310 ○ ○ 0

情報化計画作成事業 ○ 22 1 1 ○ 747 0 0 747 ○ △ 747

携帯電話・高速インターネット・CATV施設整備事業 Ⅳ 元気な県政 ○ 4 19 3 ○ 30,450 25,375 975 4,100 ○ ○ ○ 0

11 10 1 0 18 11 0 700,124 182,875 74,082 443,167 4 1 0 3 0 1 0 1 6 1 0 2 4 0 0 0 0 8 0 1 0 0 0 2 0 △ 68,635

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２２年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）情報政策課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進、システム管理 Ｇ
4 □ ■ S44 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

2,174 2,174 1,938 1,938

2,174 1,974 1,938 1,938

2,174 1,974 1,938 1,938

36 29 16 19

14 12 20 17

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

大型汎用機の廃止に伴い、汎用機の運用に関する情報を収集していた地方自治体情報システム研究
会を退会する。

見　直　し　額 △ 18 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

縮　　減 □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

・各団体が開催する会議を利用することで、効率的な情報収集や要望活動を行うことができた。
・職員のレベルに応じたセミナーを幅広く受講することができ、問題解決能力を向上させることが
できた。

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

一　般　財　源 1,946

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,946 21年度中に、北陸テレコム懇談会と北陸電波協力会が合併し、北陸情報通信協
議会となった。従来は北陸テレコム懇談会50千円、北陸電波協力会12千円の会
費を県は負担していたが、合併により60千円(23年度まで暫定的に48千円)となっ
た。また、公的個人認証サービス都道府県協議会の会費が80千円となった。

各種セミナーに参加することにより、職員のスキルアップが図られている。
また、各種会議等への参加を通じて国や他自治体の動向を把握している。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

上記４団体が開催した会議に出席した、延べ職員数を累計 Ⅳ

事業効果 指標 セミナー・講演回数 14 4.9% 上記４団体が開催したセミナー等に参加した、延べ職員数を累計 Ⅱ

△ 2.7%

決 算 額 の 推 移 △ 3.7%

活動 会議 21 △ 8.7%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,948 △ 2.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,946

法定受託事務

[事業目的]

行政の情報化を進め事務を効率化するため、情報関係団体の事業へ参加し情報収集を行う。

［事業内容］

・公的個人認証サービス都道府県協議会負担金　80千円
・北陸情報通信協議会負担金　　　　　　　　　60千円（暫定48千円）
・地方自治体情報システム研究会負担金　　　　18千円
・地方自治情報センター負担金　　　　　　 1,800千円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 各種加入団体負担金 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
1 □ ■ H8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

355,300 434,895 383,720 305,028

360,084 433,648 384,443 271,138

356,412 420,571 357,547 271,138

169,405 178,309 192,488 209,384

29 50 50 54

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合
　仮想化技術など、新しい技術を活用し経費の縮減に努める。
　流通する情報量が増加し、行政情報ネットワークは庁内の重要な通信インフラとなっているた
め、今後とも情報セキュリティの確保に留意し、安定した運用を行いたい。

終期の見直し
グループウェアの利用等、電子情報の交換が活発に行われている。情報ネットワークを利用する情
報システムは年々増加しており、ネットワーク上を流れる情報量も増加している。

□ そ の 他

完　　了

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□ 廃　　止

□ 縮　　減

一　般　財　源 218,211

その他特定財源 4,710

222,921 H21 出先接続用L3SW等の更新。公設試NW接続システム更新。
H22 Web閲覧関連機器更新。出先機関ウィルスパターン配信サーバ更新。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

[事業の評価]

 〕　／　整備目標

国　　　　　庫 0

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

Ⅰ

指標

の推移 成果 ﾈｯﾄﾜｰｸ上で稼動している業務ｼｽﾃﾑ数 51 18.7%

月平均のＥメール交換件数（２１年度より全職員メールを止めたので減少） Ⅰ

事業効果 指標

△ 9.5%

決 算 額 の 推 移 △ 7.1%

活動 Ｅメール交換件数 243,971 9.6%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 257,951 △ 6.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 222,921

法定受託事務

[事業目的]

　情報通信技術（ICT）を利用して行政事務を効率化、高度化した「電子県庁」を構築し、住民サービスの充実を図るため、行政の電子化施策を実施する。

［事業内容］

　（１）行政情報ネットワークの運用管理経費
　（２）通信回線使用料
　（３）ネットワーク端末等維持経費
　（４）総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）接続経費
　（５）インタネットオープン化経費
　（６）出先機関ＬＡＮ・ＷＡＮ維持経費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 行政情報ネットワーク運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
2 □ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

1,575 1,523

1,575 1,523

1,575 1,523

10 8

20 16

130 148

412 240

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合
・効率的に行政運営を行う上で、職員の電子データを分析・利活用するスキルが必要であり、より
有用な研修内容へと見直しを図りたい。
・セキュリティ研修は職員の受講頻度を上げ、最新の脅威についての知識を習得させ、セキュリ
ティの向上を図りたい。

終期の見直し
・データ分析・利活用研修は、講座により受講者数のばらつきがあるため、職員のニーズを探って
いく必要がある。
・セキュリティ研修は現在３年に１度受講するペースで開催しているが、最近の情報資産への脅威
は多様化しており、受講の頻度を上げて最新の知識を習得する職員を養成する必要がある。

□ そ の 他

完　　了

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□ 廃　　止

□ 縮　　減

一　般　財　源 709

・データ分析・利活用研修
　　職員の電子情報を効率的に分析・利活用できるスキル向上を図り、独自統計の作成および事
業結果の検証に役立てることにより、業務の効率化を図る。
・セキュリティ研修
　　全職員が情報資産の適切な管理法を習得することにより、適切な情報セキュリティ水準を保
つ。

その他特定財源 0

709 データ分析・利活用研修については、受講状況および受講要望等を踏まえ、研修
回数やカリキュラムを次年度以降見直すこととしている。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

[事業の評価]

 〕　／　整備目標

国　　　　　庫 0

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

Ⅳ

指標 セキュリティ研修受講者数 661 66.8% Ⅰ

の推移 成果 データ分析・利活用研修受講者数 98 △ 10.0%

Ⅳ

事業効果 指標 セキュリティ研修開催数 16 △ 10.0% Ⅳ

△ 28.4%

決 算 額 の 推 移 △ 3.3%

活動 データ分析・利活用研修開催数 8 △ 10.0%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,470 △ 3.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 709

法定受託事務

[事業目的]

職員の情報利活用能力の向上と、県が保有する情報資産を管理する上で適切な情報セキュリティ水準を保つため、職員を対象としたパソコン実践研修およびセキュリティ研修を実施する。

［事業内容］

（１）データ分析・利活用研修
（２）セキュリティ研修(一般職員向け・教職員向け・管理者向け・スーパーバイザー向け)

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 パソコン実践研修 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
2 □ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 5 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

31,500 4,605 9,841 6,074

29,295 4,537 9,841 6,074

29,295 4,537 9,841 6,074

26 37 148 107

2,696,715 2,357,176 2,174,728 2,155,275

- 8.55% 15.63% 16.38%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合
　情報システムに係る適正な調達方法に則り、各課の調達が実施されるように指導する。
　クラウドを利用して、情報システムの全体最適化に取り組んで行く予定。

終期の見直し
ライフサイクルマネジメントシステムガイドラインに従い、高品質でより安価な情報システムを構
築するため、企画段階で16件、予算段階で107件の審査を実施した。また、調達時の審査対象も拡
大し、より多くの案件で仕様書、契約書等を技術的な観点で確認を行い、競争性・公平性を向上さ
せた。

□ そ の 他

完　　了

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□ 廃　　止

□ 縮　　減

一　般　財　源 710

その他特定財源 0

710

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

[事業の評価]

 〕　／　整備目標

国　　　　　庫 0

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

Ⅰ

指標 運用経費総額の削減率 21.86% 51.5% (基準値)H17年度調査時　対象168システム　2,577,585千円との比較 Ⅰ

の推移 成果 運用経費総額の推移 2,014,201 △ 5.4%

Ⅰ

事業効果 指標

△ 24.5%

決 算 額 の 推 移 △ 7.1%

活動 予算段階精査案件数 64 48.0%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 710 △ 25.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 710

法定受託事務

[事業目的]

平成18年に策定された「u-ふくい推進指針」の施策に基づき策定された「福井県情報システム最適化計画」により、情報システムの最適化を目指す。
＜短中期的な取り組み＞平成24年度までに、平成17年度庁内情報システム運用経費総額の10％以上の削減を目指す。
＜長期的な取り組み＞県および市町が共同利用できる共通基盤システムの構築を目指す。

［事業内容］

・「情報システムのライフサイクル・マネジメントシステム」に基づき、調達適正化部会が情報システムの企画・予算・調達・開発・運用の全ての段階で審査・指導等を行い、全庁的なシステムの最適化
を図る。
　　＜企画段階＞開発意向調査、システム企画書の審査の実施
　　＜予算段階＞情報システムに係る予算要求額の精査の実施
　　＜調達段階＞調達前審査の実施
　　＜開発・運用段階＞状況把握および運用状況の評価の実施
・外部の情報化アドバイザーを招致する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 庁内情報システム最適化推進事業(最適化) 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 システム管理 Ｇ
2 □ ■ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 22 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

33,000 126,476 187,032

11,550 83,656 97,237

11,550 83,656 97,237

5 13

27 24 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

汎用機に関する事業を完了する。

見　直　し　額 △ 67,160 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
大型汎用機で動いていた２システムをオープン化、１システムを全国組織での処理、１システムを
アウトソーシング、２システムを廃止した。

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

一　般　財　源 119,679

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 119,679 オープンシステム開発経費の見直し
　開発経費総額　19年度当初　　654,000千円
　　　　　　　　　　　21年度当初　　267,000千円　　　差額　△387,000千円
見直し内容
　開発業務において、内部で要件定義等を行い、開発コストを削減した。

給与関係システムの開発
　21年度・22年度の債務負担行為　　総額　178,500千円

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標 汎用機システム数 6 △ 36.2% H23年度　システム廃止 Ⅰ

の推移 成果 オープンシステム数 15 87.7% H23年度　システム数　15

事業効果 指標

221.2%

決 算 額 の 推 移 320.3%

活動

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 121,136 98.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 119,679

法定受託事務

[事業目的]

情報システム最適化計画書（平成18年12月策定)に基づき、汎用機システムを廃止し、共用サーバ利用システムを再構築する。

［事業内容］

(１)　汎用機システムのオープンシステム化（共用サーバ利用システム）、パソコン化、アウトソーシング等を実施し、汎用機を撤廃する（２３年度目標）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 庁内情報システム最適化推進事業(汎用機オープン化) 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
1 □ ■ H7 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 16 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

19,545 34,026 9,708 11,950

15,441 25,168 9,708 12,044

13,020 24,884 9,528 12,044

1,750 1,966 1,966 2,415

1,839,882 2,074,167 2,572,009 2,723,789

- - 10,399,483 11,400,958

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合
利用者にとって、より利用しやすいホームページにするため、システムの改善や職員への研修に努
める。

終期の見直し
更新期限が到来しているページの管理を行い、定期的な情報更新を呼び掛けて、コンテンツの鮮度
を保った。
また、コンテンツ作成の研修を行い、魅力あるコンテンツの作成に努めた。

□ そ の 他

完　　了

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□ 廃　　止

□ 縮　　減

一　般　財　源 18,218

その他特定財源 2,300

20,518 H18　運営管理拠点をＩＤＣに変更
　　 プロバイダ接続回線の契約方法を一般競争入札に変更
H19　バナー広告の運用を広告代理店方式に変更
H20　県のページをリニューアル、コンテンツマネジメントシステムの運用を開始
H21　コンテンツ増加に伴うＣＭＳサーバ増強、更新期限到来ページの管理
H22　Ｗｅｂサーバ更新、コンテンツ作成研修の実施

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

[事業の評価]

 〕　／　整備目標

国　　　　　庫 0

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

Ⅰ

指標 総ページ件数 12,609,812 10.1% 「インターふくい」の総ページ件数（単位：件） Ⅰ

の推移 成果 アクセス件数 2,880,971 12.1% 「インターふくい」トップページのアクセス件数（単位：件）

歳入額：千円（各年度末） Ⅰ

事業効果 指標

24.0%

決 算 額 の 推 移 18.6%

活動 バナー広告掲載料（千円） 2,300 7.6%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 20,518 24.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 20,518

法定受託事務

[事業目的]

福井県ホームページと、これを支えるコンテンツマネジメントシステム（CMS）の運営、および、インターネットへの接続の維持。

［事業内容］

　事業目的を達成するため次の各業務等を実施する。
（１）インターネット接続、pref.fukui.lg.jpおよびpref.fukui.jpドメイン、グローバルIPアドレスの管理等に関するISP契約
（２）サーバ機器等賃借およびラック賃借に関するIDC契約
（３）サーバ機器、通信機器、各種データベースシステム（OS,ミドルウェア等）の保守およびデータ管理業務に関する委託
（４）ＣＭＳの運用管理に関する委託
（５）バナー広告の掲載による歳入の確保
（６）IDCのラック使用料

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 インターネット地域情報発信事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

10 夢と誇りのふるさとづくり その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 情報システム最適化 Ｇ
1 ■ ■ H15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

155,294 149,985 204,118 147,526

151,741 147,000 196,823 144,585

151,741 147,000 196,823 144,585

52 53 54 56

69 70 71 73

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

FISH機器の老朽化のため、次期FISHの概要設計を行った。23年度においてFISHの詳細設計および更
新を行い、24年度から新FISHの運用を開始したい。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

縮　　減 □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県の情報資産(ネットワーク)の余力を、民間事業者の育成、支援に有効活用できた。

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

国　　　　　庫 157,500

その他特定財源 0

一　般　財　源 270

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 157,770 保守要員を拡充し、機器の故障が発生した際に迅速な対応ができるようにした。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

の推移 成果 年度末の民間利用者数 74 1.8% 各年度末の民間の利用者数〔同一利用者の重複を除き、利用申請後に合併のあった者について
は合併後の数でカウントする〕

各年度末の民間の利用申請者数〔延べ数〕 Ⅱ

事業効果 指標

3.3%

決 算 額 の 推 移 1.4%

活動 民間利用申請者数 57 2.3%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 159,513 3.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 157,770

法定受託事務

[事業目的]

超高速で大容量の情報通信基盤として整備した福井情報スーパーハイウェイの管理運用等を行う。

［事業内容］

　次の業務を委託により実施する。
（１）電気通信役務の提供　情報ハイウェイを超高速で大容量の情報通信ネットワークとして県や市町村、民間企業等が利用するための電気通信役務の提供
（２）運用管理　　　　　　利用者の接続工事、回線・機器の監視や解析、運用状況の報告、技術的な照会に対する対応等
（３）保守業務　　　　　　アクセスポイント等に設置した機器の保守
（４）ハウジングサービス　アクセスポイント等のハウジングサービス（スペース貸し）
（５）機器の賃借業務　　　アクセスポイントに設置する機器（コアルータモジュール）の賃借

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井情報スーパーハイウェイ管理運営事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進 Ｇ
1 □ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

11,052 131,673 128,960 128,898

10,710 130,568 128,960 129,255

10,710 129,951 128,520 129,255

44 88 124 133

－ 3158 5,502 9553

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

H23年度中に現行システムの保守期限が来るため、クラウド型の新システムに更新し、経費の削減
を図る。
また、申請フォーム作成を容易にし、利用の促進を図る。 見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

縮　　減 □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成22年度は、政策合意で目標としている年間申請件数10,000件を上回った。イベントや講座の
申込み、入札参加資格審査申請などを電子申請で行えるようにし、目標を達成することができた。

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □

国　　　　　庫 0

その他特定財源 66,097

一　般　財　源 63,267

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 129,364 県民の利用数の増加および職員側の事務量軽減のため、電子申請システムと庁
内各システムとを連携する仕組みを構築した。
県民向けだけでなく、庁内での手続のオンライン化を実現するため、21年度から
庁内申請専用の入口を構築した。

土木行政システム連携の運用を平成２１年１１月から開始した。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標

の推移 成果 申請数 11,977 156.3%

イベントの参加申し込みなど、臨時の手続きを除く。 Ⅰ

事業効果 指標

279.6%

決 算 額 の 推 移 370.9%

活動 申請可能手続 140 14.7%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 129,364 272.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 129,364

法定受託事務

[事業目的]

　県民等が、「いつでも」「どこからでも」「どこへでも」「容易に」「安全に」、申請・届出等の手続をインターネットにより行えるサービスを、県内すべての市町と共同で提供する。

［事業内容］

　ＡＳＰサービスを利用して市町と共同で電子申請・施設予約システムを運用する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名
福井県・市町共同利用電子申請・施設予約ＡＳＰサービス運営事業

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

10 夢と誇りのふるさとづくり その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 システム管理 Ｇ
1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

－ － － －

－ － － －

－ － － －

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

システム開発を行う課に対し、共用サーバの利用を働きかけ、県全体の情報システム経費の削減に
努める。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
給与関係の4システムをオープン化し、共用サーバ利用システムに載せた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

一　般　財　源 15,310

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 15,310

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

+

指標

の推移 成果 業務システム数 14 皆増 平成23年度に給与関係4システム追加

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 26,228 皆増

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 15,310

法定受託事務

[事業目的]

　　情報システム最適化計画書（平成18年12月策定)に基づきオープン化したシステムを、共用サーバ利用システムで運営する。

［事業内容］

　（１）共用サーバ利用システムの運用管理経費
　（２）ハード・ソフトの維持管理経費
　（３）運用システムのシステム改修経費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 共用サーバ利用システム運営事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 ＩＴ推進 Ｇ
1 □ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ H22 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

－ － － －

－ － － －

－ － － －

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

内容について引き続き改定作業を進めていく。(予算は伴わない)

見　直　し　額 △ 747 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し

□ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

一　般　財　源 747

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 747 ｕ－ふくい推進指針を改定する。

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 747 皆増

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 747

法定受託事務

[事業目的]

平成１８年３月に策定した「u-ふくい推進指針」を、改定する。

［事業内容］

平成１８年３月に策定した「u-ふくい推進指針」を、改定する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 情報化計画作成事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部 情報政策

－１0－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課 IT推進 Ｇ
1 ■ □ H4 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 19 年 □

 18年度  １9年度  20年度 21年度

67,260 195,618 20,760 79,800

181,105 181,874 93,996 132,512

48,852 156,752 18,211 79,206

5 4 2 3

30 6 5 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22 年度整備水準〔　　 年度　〔 107.9% 〕

国庫補助を有効に活用し、携帯電話の不感集落の解消に努めていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
福井市の３集落において、携帯電話が利用できるようになり、住民の利便性が向上した。
また池田町において、２２年度から繰り越したCATV整備が完了し、県内全ての市町にCATVが整備さ
れた。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫 25,375

その他特定財源 975

一　般　財　源 4,100

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 30,450 平成１７年度までは携帯電話は国庫補助事業のみであったが、平成１８年度に県
単事業を創設。
平成１９年度に「携帯電話不感地域解消モデル事業」、「移動通信用鉄塔施設整
備事業」、「ケーブルテレビ施設整備支援事業」、「ブロードバンド整備支援モデル
事業」を統合し、複数同時整備を可能とするなど補助対象を拡充。

補助は市町を対象として行う。
「計画の達成状況」欄の目標は、民間事業者に働きかけを行い、本件事業以外で民
間事業者が独自に整備を行った集落を含む。
20年度から21年度へ67,290千円繰越し(予算額の外)
21年度から22年度へ21,395千円繰越し(予算額の外)

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況 平成19～22年度の4年間で38集落不感解消 41  〕　／　整備目標 22 38

Ⅳ

指標

の推移 成果 整備集落数 3 △ 35.4% 本事業により携帯電話の不感解消、ブロードバンドまたはCATVの整備がなされた集落数

本事業で補助を行った市町数 Ⅳ

事業効果 指標

△ 21.0%

決 算 額 の 推 移 155.8%

活動 事業実施市町数 1 △ 21.7%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 0 71.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 30,450

法定受託事務

[事業目的]

市町に対し、地域の実情に応じたＩＣＴ基盤（携帯電話・高速インターネット・ＣＡＴＶ）の整備に要する経費の一部を補助することにより、県内の情報通信格差の是正を図ることを目的とする。

［事業内容］

＜携帯電話＞どの携帯電話事業者の携帯電話も利用出来ない地域で、採算性が低く事業者の独自整備が見込めない場合には、国と県で補助を行い整備を進める。
＜高速インターネット＞ブロードバンドの未整備地域において、電気通信事業者の独自整備が見込めない場合には、電気通信事業者が行う整備に対して補助を行う市町に対し、県で補助を行う。
＜ＣＡＴＶ＞市町または第三セクターが実施するケーブルテレビ施設整備事業に補助を行う。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

Ⅳ 元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 携帯電話・高速インターネット・CATV施設整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

10 夢と誇りのふるさとづくり その他 そ の 他

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部 情報政策
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